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当第１四半期業績の概況（連結）
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（単位：百万円）

（計画比）　　　東日本大震災の影響を考慮し、保守的な計画数値を設定していたものの、当第1四半期
　　　　　　　　　（2011年2～4月）は影響が少なかったため、計画を上回る売上・利益を達成。
　　　　　　　　　　　　　　
（前年同期比）設計コンサルティング事業、申請監理事業共に増収増益。
　　　　　　　　　なお、当第1四半期の当期純利益においては、一時要因による特別利益計上（換地に伴う補償金）
　　　　　　　　　により増加率が拡大。

当第1四半期業績に対する見解
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セグメント別損益の概況

■　建築設備設計コンサルティング事業
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■　建築設備申請監理事業
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セグメント別売上高の推移
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11/１期
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403建築設備設計

531
建築設備設計
コンサルティング事業

571

39

56

11/１期
１Q実績

売　上　合　計

申請監理事業

加工情報提供

セグメント

（単位：百万円）

（設計コンサル事業）太陽光発電設計及びカスタマーセンターサービスに関する受託拡大により
　　　　　　　　　　　　　前年同期比・計画比ともに堅調な推移。

（申請監理事業）　　前年同期は請負工事に係る収益の計上基準の変更により売上減少。
　　　　　　　　　　　　当第１四半期は収益計上基準の影響がなくなったことにより増収。

セグメント別売上高に対する見解
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住宅着工戸数及び設計受託戸数の推移

■　設計受託戸数は堅調な推移

（※　国土交通省発表の利用関係別戸数資料より作成）

（単位：着工戸数）（単位：着工戸数）

2011年2～4月も

前年比プラスを継続

【住宅着工戸数（総計）の推移】 【住宅着工戸数（持家）の推移】

前期比

＋2.5127,424124,335低層住宅着工戸数　② （※）

＋8.115,20914,066設計受託戸数合計　①

＋0.6Ｐ

（％）

11.3％

（戸）

11/１期
１Q実績

（戸）

12/１期
１Q実績

期別

項目

11.9％市場シェア（①/②）

【設計受託戸数及び市場シェアの推移】

当第1四半期（2011年2～4月）の住宅着工戸数は、
当社事業と関連の深い持家において前年比プラスを維持。
ただし、第2四半期以降の住宅着工の動向については
東日本大震災の影響により予断を許さない状況。

設計受託戸数は、新規得意先からの受託増加により
市場の伸びを上回る形で推移。
市場シェアは11.3％から11.9％へ上昇。　　　　　　　　　　

住宅着工戸数及び設計受託戸数に対する見解

４



0

50

100

150

200

250

300

0

5

10

15

20

25

30

35

40

営業利益 143 181 275 156 196 207 221 167

売上高営業利益率 25.2 29.4 38.0 23.1 28.3 27.2 29.7 28.2
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設計コンサルティング事業 531 585 676 618 634 634 644 594

第１Q 第2Q 第3Q 第4Q 第１Q 第2Q 第3Q 第4Q

四半期別売上高及び営業利益の推移

■　第２四半期以降は東日本大震災の影響を考慮し、保守的な見込み

2011年1月期

（単位：百万円）

【第1四半期】
第1四半期（2～4月）は東日本大震災の影響が限定的であり、
設計コンサル事業、申請監理事業共に堅調な推移。

【第2四半期以降】

東日本大震災の影響により住宅着工が軟調に推移した場合を
考慮し、保守的な見通し。

四半期別売上高に対する見解

（注）2012年1月期第2Ｑ～第4Ｑにおける（　）の数値は計画数値です。

（　　　）

【セグメント別売上高の推移】 【営業利益の推移】

2012年1月期 2011年1月期 2012年1月期

（注）2012年1月期第2Ｑ～第4Ｑにおける（　）の数値は計画数値です。

（　　　）
（　　　）
（　　　）（　　　）

（　　　） （　　　）（　　　）（　　　）
（　　　）（　　　）（　　　）

（単位：百万円）

【第1四半期】
設計コンサル事業の売上増加に対し、東京・沖縄・シンセン
３拠点の連携による業務効率化に注力した結果、前年同期比
増益を達成。

【第2四半期以降】
売上の保守的見通しを反映して、下半期（第3・4四半期）では
前年同期比減益の計画。

四半期別営業利益に対する見解
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2012年1月期の見通し

25.8％761118.7％196165営業利益

136.1％

117.8％

109.8％

第1四半期
計画達成率

131

196

692

12/1期
1Q実績

28.3％

25.6％

26.3％

業績進捗率

465

768

2,637

12/1期
通期計画

167経常利益

631売上高

12/1期
1Q計画

連結業績

97当期純利益

（単位：百万円）

　
第１Qの売上高、営業・経常・当期純利益は、計画を上回って推移している。
しかし、東日本大震災が第2四半期以降の業績に与える影響が不透明なため、通期見通しに変更なし。

■　当第１四半期の計画達成率及び通期業績見通しの進捗率

通期見通しに対する見解

761389372207165営業利益

計画第2四半期第1四半期連結計画

239

392

1,333

下半期計画

465

768

2,637

通期計画

226

376

1,304

上半期

129

209

673

167経常利益

631売上高

2012年１月期

97当期純利益

６



2012年1月期　営業利益　増減分析

■　売上増加も人件費の増加に伴い営業利益横ばいの見通し

前期
営業利益

757百万円

設計コンサル
売上増加

＋51

売上減少　△2
原価減少　△9

△74

当期
営業利益

761百万円

(＋4百万円)

＋7

その他費用

減少
人件費増加申請監理

粗利増加

＋20

11/1期実績 12/1期計画

設備設計　▲　39 
加工情報　▲　17　
カスタマー ＋ 110

管理部門の一時費用減少、
沖縄事務所移転費用の剥落など

カスタマー事業のオペレーター増員、
情報システム人材の強化、
中国現地スタッフの人件費上昇など

７



給排水・電気・HEMSなど
を組合せた設備工業化事業

（エプコ単独・関連会社との連携）

給排水・電気・HEMSなど
を組合せた設備工業化事業

（エプコ単独・関連会社との連携）

中堅工務店 住宅会社（大手・準大手）

エプコの強み　（住宅設備の工業化・省エネ化に関するノウハウ）

海外市場

省エネ・設備工業化事業
聯塑社との製造建築業の合弁事業
その他合弁事業

省エネ・設備工業化事業
聯塑社との製造建築業の合弁事業
その他合弁事業

日本市場

太陽光発電サービス事業
太陽光パネルメーカー等との連携に
よる設計サービス事業の拡大
　

太陽光発電サービス事業
太陽光パネルメーカー等との連携に
よる設計サービス事業の拡大
　

省
エ
ネ
ル
ギ
ー

設
備
工
業
化

住宅履歴・コールセンター
などのアフター・リフォーム事業

（関連会社との連携）

住宅履歴・コールセンター
などのアフター・リフォーム事業

（関連会社との連携）

エプコの事業戦略８
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受託件数 1,023 1,113 1,202 1,109 2,071 1,909 2,028 1,827 2,001 1,967 2,315 2,115

補助金申請件数 15,79516,78817,238 16,26218,740 17,587 19,73415,16216,412 19,52821,800 9,550
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太陽光発電設計業務の受託拡大

（※）補助金申請件数は、Ｊ－ＰＥＣ（太陽光発電普及拡大センター）のＷＥＢサイト公開情報より参照

（単位：受託件数） （単位：補助金申請件数）

■　太陽光発電の普及拡大に伴い、受託増加トレンド

９

補助金予算の切替えに伴う

一時的な落ち込み



海外法人の設立について

董事長　岩崎　辰之代表取締役社長　岩崎　辰之代表者

広東聯塑艾博科住宅設備設計

服務有限公司

EPCO(HK)LIMITED

（中国名：艾博科（香港）有限公司）

商号

建築設備の工業化システムの提供海外グループ会社の統括業務主な事業内容

広東省佛山市香港・上環所在地

株式会社エプコ　100％

46百万香港ドル
（日本円：約5億円）

2011年5月31日

　香港　100％子会社

EPCO(HK)LIMITED　50％

広東聯塑科技実業有限公司　50％

株主構成

1,000万元
（日本円：約1億3千万円）

資本金の額

2011年７月末（予定）設立年月日

中国　合弁会社概要

■　海外事業立上げを加速させるため、２つの現地法人を設立

10



日本
住宅
会社

事業
会社

お客様

エプコ/香港

アジア統括

HQ

東京事業拠点 沖縄情報センター

株式会社エプコ/日本

JQ
市場

中国
開発
商

事業
会社

お客様

合弁会社/中国

中国
開発
商

事業
会社

お客様

資本金約5億円

【エプコアジア統括会社（ＨＱ）の役割】

①合弁会社及び子会社への出資及び経営管理　　　②合弁会社への役員・社員の派遣　　　　　　　　　　　　　　
③アジア地域（中国以外）のマーケティング　　　　　　④アジア統括会社及び合弁会社の上場準備　　　　

艾博科/中国

深セン子会社
（設計機能）

合弁会社
以外

中国合弁
会社向け

合弁先
役員

出資/各社へ役員・社員派遣

HQ
担当

配当

合弁先
社員

HQ
経営者
岩崎

設計委託

HK
市場

商取引

将来的にエプコ香港 100％出資に切替予定

商取引 商取引

聯塑
合弁会社

工業化
事業会社

その他
合弁会社

（将来）
設計窓口

日本本社機能
ＣＡＤセンター
コールセンター

100％出資

100％出資

設計委託

エプコグループの将来ビジョン11



【企業名】　　　中国聯塑集団控股有限公司（China Liansu Group Holdings Limited）
【住　所】 　　本社：広東省佛山市
【概 要】 　　・中国最大手の樹脂パイプ・継ぎ手メーカーで、2010年の市場シェアは12％（華南地区は47％）
　　　　　　　　　・中国・アジア地区でＴＯＰ、世界でも第5位のメーカー　
　　　　　　　　　・2010年6月香港メインボードに上場　（証券コード　2128：HK）
　　　　　　　　　・中国全土に11箇所の生産工場（本社工場45万㎡：東京ドーム約10個分、その他工場 各20万㎡）、
　　　　　　　　　　全国的な販売網を構築
　　　　　　　　　・7,000種類以上の製品を市場に提供　（給水、排水、電力通信、ガス、床暖等）
　　　　　　　　　・2010年の売上：約1,000億円、税後利益：約150億円、時価総額：約2,000億円（2011年5月末現在）

【中国の建築課題】

工事が標準化
されておらず
非効率な工事
（壁を削り配管）

【内装設備を工業化しワンストップで提供する中国初となるビジネスモデルを展開】

工業化部材開発 住戸別設計 部材組立・配送 取付け工事

聯塑集団との取組み（中国）12



販売戸数
8,520,000戸
（2009年実績）

販売　
単価

2015年計画
687,500戸：8％

管材 ＫｉＴ市場
250億円

電材 ＫｉＴ市場
350億円

建材 ＫｉＴ市場
420億円

管材 ＫｉＴ 3,000円/室
（250元/室）

Phase1
2015年計画
売上20億円　

Phase2 Phase3

ＨｏｕｓｅＫｉＴ事業はフィービジネス（設計費・コンサル費など）　　　　　　　　　

　事業立上げ時は給排水アイテムで実施するが、　　　　　　　　　
その後、電材・建材アイテムに展開することで事業規模が拡大

管材 ＫｉＴ 4,200円/室
（350元/室）

管材 ＫｉＴ 5,000円/室
（400元/室）

合弁事業（ＨｏｕｓｅＫｉＴ事業）の市場規模：1,020億円13



ソフトサービス機能

ソフト
生産
設計

コール
センタ

資本・業務提携　

ソフトサービス
業務委託

ＬＩＸＩＬ社 ：「国内市場向けの製造業」から、
　　　　　　　「住宅総合ソリューション事業」と「グローバル事業」にシフトする。

ＬＩＸＩＬ社：基本方針

③Transformation （トランスフォーメーション：構造改革）
　国内事業統合を中心とした抜本的な事業構造の見直しによる固定費30%の削減

②Globalization （グローバリゼーション：世界企業化）
　世界の成長市場におけるビジネスを推進して成長を図る

①New Business Model （ニュービジネスモデル：事業革新）
住宅産業の構造変化を先取りする新ビジネスモデルの構築

エプコ　：「住宅生産プロセスにおけるソフトソリューションを提供」
　　　　　　「中国市場における事業展開を加速」

ＬＩＸＩＬ・エプコ　業務提携　基本方針14



設立：1990年4月12日 　社員数：365名（内：中国190名/2011年1月末）　市場：JASDAQ（2002年7月）
水周り設計戸数：約66,000戸/年（シェア11.5％）　メンテナンス手配数：約365,000件/年　　

東京本社（北千住） 沖縄カスタマーセンター（那覇） 香港駐在事務所（上環） 中国ＣＡＤセンター（深セン）

標準化
（部材開発・ソフト開発）　　　　

　　　

事業モデル （住宅生産プロセス全体をソフトソリューションするのが、エプコのビジネスモデル）

拠点

概況

情報化
（設備設計・部材積算）　　

　　　　　

工業化・チャネル化
（情報管理/流通・工事店）

　　　　　　　

履歴化
（住宅履歴・コールセンター）

　　　　　　　

（参考）　株式会社エプコ　概要15



給排水設備設計図（エプコ作成） 排水部材加工図面（エプコ作成） 排水部材加工（流通会社） 配管工事完了（工事会社）

電気設備設計図（エプコ作成） 配線工事完了（工事会社）

エプコシステムは、給排水・電気設備などに展開されており、各々の設備CADシステムから必要部材
を自動積算し、プレファブ加工図面を作成します。工場ではプレファブ加工図面を基に配管・配線の
加工を行い邸別に出荷するので、現場ではユニット化された配管/配線を取り付けるだけで設備工事
が完了し、設備工事の工業化による品質向上とコスト削減が実現できるシステムです。

電線部材リスト（エプコ作成） 電線部材加工（Ｕ電線メーカー）

（参考）　給排水・電気設備に関するエプコシステム16



【グーグルアースでの隣接地計測】

【気象データに基づく発電シミュレーション】

【発電シミュレーション結果/見積書作成】

【専用CADによる太陽光パネル設計】

【屋根伏図に対する架台配置設計】

　　　　　【部材リスト作成】

【電気設備図への反映】

【分電盤計画図への反映】

【電力会社/補助金申請書類の作成】

（参考）　太陽光発電に関するエプコシステム17



●アフターメンテナンスの受付・手配・履歴保管（24時間365日）
●アフターメンテナンス内容の分析・フィードバック
●ＯＢ顧客データの登録
●トレーサビリティー（消安法対応含む）
●2010年受付・手配件数、約365,000件
●住宅メンテナンス専用顧客管理システムの開発及び保守

インバウンド業務 アウトバウンド業務

●お客様への情報発信
　 ・定期点検（リフォーム）訪問案内
　　・災害時の事前情報、被害状況確認
　　・イベント案内（お手入れ講習会など）
●消耗品の取替え案内

【住宅履歴WEBシステム】

【カード認証と監視カメラ/PC監視システムによるセキュリティー対策】

住宅会社ＣＳ部門

住宅会社工事部門

カスタマーセンター 施工業者
メーカー

お客様

手配

報告

依頼
分析

分析して助言

良い仕事/良い商品

施工改善提案

トレサビ

施工指導

定期訪問

（参考）　沖縄コールセンターのサービス内容18



水道局

　水道スマート
　メーター

太陽光発電⇒直流家電・機器・配線の直流給電と交流給電のハイブリット型電気設備システムが普及

Smart HEMS（Home Energy Management System）⇒省エネ家電・機器の最適制御システムが普及

Smart Water⇒スマートヘッダーなどにより住宅全体で節水・貯水・再水を最適制御するシステムが普及

インフラ（電気・水道・ガス）と機器と配線配管が複合化された高度な省エネ住宅設備システムをまとめる仕組みが必要

１

２

３

４

（参考）　省エネ設計（HEMS）への応用展開19


